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要旨

本稿では、特別支援教育に関する制度の変遷、インクルーシブ教育に関する制度を概観した上で、

共生社会の実現に向け、インクルーシブ教育の重要性と課題について考察した。障害を有する者の

教育は、2007（平成19）年4月の特別支援教育の本格的実施（平成18年3月学校教育法等改正）を

皮切りに、大きく変貌を遂げた。まず、特別支援教育とは、障害を有する幼児、児童・生徒の社会

的自立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するものである。日本において特別支援教育が本格

的に実施された背景として、2006年、国際連合総会で採択された「障害者の権利に関する条約」で

示された共生社会の実現のためにインクルーシブ教育への移行が不可欠であるということが挙げら

れる。

はじめに

特別支援教育は、2007（平成19）年4月の特別支援教育の本格的実施（平成18年3月学校教育法

等改正）を皮切りに、大きく変貌を遂げた。2006年の国連総会で採択された「障害者の権利に関す

る条約」i で示されたインクルーシブ教育への移行が「共生社会」実現のために、必要ではないだ

ろうか。本稿においては、特別支援教育から法制度の変遷から、インクルーシブ教育について考察

する。

１．先行研究

以下、先行研究をもとにインクルーシブ教育の必要性を考察する。

「特別支援学校（知的障害）における知的障害者の雇用・就労支援の在り方に関する研究」（中村

扶佐子・池谷尚剛　2018）によると、特別支援学校（知的障害）では、知的障害者雇用の事例を通

し、知的障害者が特別支援学校で就労するために必要な支援や当事者の社会的ロールモデルとして

の役割について、全国の知的障害特別支援学校高等部を設置する学校に対して調査を行い、就労の

場が多様になってきているため、就労に向け、社会と学校とを結ぶ場としての就労の在り方を考え

るべきであると指摘した。

また「社会的自立と就労を見据えた特別支援学校中学部におけるキャリア教育について―授業実

践『生活単元学習「会社で働こう」（15時間）』を通して―」（松田信夫・宮川百合子 2018）では、「社

会的・職業的自立」や「学校から社会・職業への円滑な移行」を目指すために、段階を追って組織

的・体系的にキャリア教育を行うことの重要性を述べた。中学部では、小学部（小学校）で積み上
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げてきた社会性、自主性・自律性、意欲、関心等の力をさらに伸ばし、変化に対応できる力にする

とともに、体験を通じて職業観や勤労観をはじめとする価値観の形成・確立をする上で重要な時期

であることが確認された。また中学部の生徒は、職業の適性や将来設計を具体的に考え、自己実現

に向けた進路選択をする高等部に「つなぐ」という面からも大きな意味をもつ時期であり、知的障

害を中心的とした特別支援学校の事例をもとに、将来の社会的自立と就労に向けて、中学部段階か

ら必要な力を身に付けるための具体的な指導の在り方を検討することが考察され、計画的・系統的・

組織的なキャリア教育の妥当性が確認された。

これからの研究から、障害を有する者と障害のない者の共生社会を目指すのであれば、インクルー

シブ教育を行うことで、社会に出たときの違和感の軽減ができるのではないだろうか。

また、「知的障害者の離職から再就職についての一研究」（中嶋学・渡邉健治・田中健　2013）で

は、離職の要因として「職場における人間関係」が報告された。

「知的障がい者の離職要因に関する研究」（福井信佳・橋本卓也　2015）では、知的障害者の離職

に影響を及ぼす要因の一つに「仕事上の相談の有無」があると報告された。また一般の雇用労働者

と比較した際の知的障害者の離職のリスクが高いという実態も確認された。社会で労働することを

就労支援として、障害のない者が対応することが多いと考えられる。そのため、インクルーシブ教

育において、共に教育を受けることにより、障害のない者との人間関係の築き方等を学んだ方がよ

いと考えられる。

　

２．特別支援教育

２－１．特別支援教育とは

特別支援教育は、2007（平成19）年4月の特別支援教育の本格的実施（平成18年3月学校教育法

等改正）の際に、特殊教育から特別支援教育に移行した。

東京都教育委員会ホームページによると、「特別支援教育とは障害のある幼児・児童・生徒の自

立や社会参加に向けた主体的な取組を支援するという視点に立ち、幼児・児童・生徒一人一人の教

育的ニーズを把握し、その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な

指導及び必要な支援を行うものである」ii と記されている。

この点からも伺えるように、特別支援教育の目的は、障害を有する幼児、児童・生徒の社会的自

立や社会参加に向けたものであるということができる。

２－２．特別支援教育の制度的変遷

特別支援教育という名称は、2007（平成19）年4月から変更となった。2007（平成19）年4月以

降の特別支援教育に関する制度の変遷を表１　特別支援教育に関係する変遷にまとめた。

以下、制度的変遷を具体的に見ていきたい。

2007（平成19）年4月特別支援教育の本格的実施（平成18年3月学校教育法等改正）iii により、特

殊教育から特別支援教育に、盲・聾・養護学校から特別支援学校に名称変更され、特別支援学校の

センター的機能や小・中学校の特別支援教育について規定された。そのなかで、「特別支援学校の

目的」として、「視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を
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含む。）に対して、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに、障害によ

る学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能を授けること」と明記された。

2011（平成23）年8月の改正障害者基本法施行では、十分な教育が受けられるようにするため可

能な限り共に教育を受けられるよう配慮しつつ教育の内容及び方法の改善・充実が図られるように

なり、本人・保護者の意向を可能な限り尊重すること、交流及び共同学習の積極的推進等が規定さ

れたiv。

2012（平成24）年7月の「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築のための

特別支援教育の推進」（中央教育審議会初等中等教育分科会報告）では、共生社会形成のために、

就学相談・就学先決定の在り方や合理的配慮、基礎的環境整備、多様な学びの場の整備、交流及び

共同学習の推進・教職員の専門性向上が明記されたv。そのなかで、共生社会の定義として、「これ

まで必ずしも十分に社会参加できるような環境になかった障害者等が、積極的に参加・貢献してい

くことができる社会である。それは、誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い、人々の多様な在

り方を相互に認め合える全員参加型の社会である。このような社会を目指すことは、我が国におい

て最も積極的に取り組むべき重要な課題である」vi とされた。

2013（平成25）年9月の就学制度改正（平成25年8月学校教育法施行令改正）では、認定就学制

度を廃止し総合的判断（本人・保護者の意向を可能な限り尊重）する現行の就学制度となった。改

正された要因としては、「就学基準に該当する障害のある子どもは特別支援学校に原則就学すると

いう従来の就学先決定の仕組みを改め、障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、

教育学、医学、心理学等専門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観点から

就学先を決定する仕組みとすることが適当である。」vii とされた。2014（平成26）年１月の障害者

表１　特別支援教育に関係する変遷

2007（平成19）年4月
2011（平成23）年8月
2012（平成24）年7月

2013（平成25）年9月
2014（平成26）年1月
2015（平成27）年4月

2016（平成28）年4月
2016（平成28）年6月
2016（平成28）年8月
2017（平成29）年4月
2018（平成30）年4月
2018（平成30）年8月

2018（平成30）年9月
2018（平成31）年2月
2019（令和元）年9月
2019（令和元）年11月
2020（令和 2 ）年4月

特別支援教育の本格的実施（平成18年3月学校教育法等改正）
改正障害者基本法施行

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築のための特別支援教育
の推進」（中央教育審議会初等中等教育分科会報告）
就学制度改正（平成25年8月学校教育法施行令改正）
障害者権利条約批准
高等学校・特別支援学校高等部における遠隔教育の制度化

（学校教育法施行規則等改正）
障害者差別解消法施行（平成25年6月制定）
改正児童福祉法施行（公布日施行）
改正発達障害者支援法施行（平成28年6月改正）
新特別支援学校幼稚部教育要領、小学部・中学部学習指導要領公示
高等学校等における通級による指導の制度化（平成28年12月学教法施行規則等改正）
個別の教育支援計画の作成における関係機関との情報共有の制度化

（学教法施行規則改正。公布日施行）
小中学校段階の病気療養児に対する同時双方向型授業配信の制度化（通知）
新特別支援学校高等部学習指導要領公示

「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議」を設置
高等学校等におけるメディアを利用して行う授業に係る留意事項について（通知）
学校教育法施行規則改正

文部科学省　特別支援教育をめぐる制度改正より、筆者作成
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権利条約批准により、インクルーシブ教育システムの理念・合理的配慮の提供が明記された。viii そ

のなかで、障害者権利条約では、障害に基づくあらゆる差別を禁止し、「差別」とは、障害者の権

利の確保のために必要で適当な調整等を行わないという「合理的配慮の否定」も含まれるとされた。

2015（平成27）年4月の高等学校・特別支援学校高等部における遠隔教育の制度化（学校教育法

施行規則等改正）では、病気療養児を対象とした特例制度の創設がなされたix。

2016（平成28）年4月の障害者差別解消法施行（平成25年6月制定）では、差別の禁止、合理的

配慮の提供について明記されたx。

2016（平成28）年6月の改正児童福祉法施行により、医療的ケア児の支援に関する保健、医療、

福祉、教育等関係機関の連携の一層の推進について明記された。

2016（平成28）年8月の改正発達障害者支援法施行では、可能な限り発達障害児が発達障害児で

ない児童と共に教育を受けられるよう配慮しつつ、適切な教育的支援の実施、個別の教育支援計画

及び個別の指導計画の作成の推進が規定されたxi。

2017（平成29）年4月の新特別支援学校幼稚部教育要領、小学部・中学部学習指導要領公示が行

われ、通級による指導の教員定数の基礎定数化を定められたxii。

2018（平成30）年4月の高等学校等における通級による指導の制度化（平成28年12月学教法施行

規則等改正）では、高等学校における通級による指導の制度化、障害に応じた特別の指導の内容の

趣旨の明確化がなされたxiii。

2018（平成30）年8月には、個別の教育支援計画の作成における関係機関との情報共有の制度化

がなされた。

2018（平成30）年9月の小・中学校段階の病気療養児に対する同時双方向型授業配信の制度化では、

当該授業配信により指導要録上出席扱いにすることが明記されたxiv。

2018（平成31）年2月には、新特別支援学校高等部学習指導要領公示が行われたxv。

2019（令和元）年9月には、「新しい時代の特別支援教育の在り方に関する有識者会議」が設置

された。

2019（令和元）年11月の高等学校等におけるメディアを利用して行う授業に係る留意事項につい

て（通知）では、「高等学校等の教育は、心身の発達に応じて行うこと等を目的とするものであり、

高等学校等の生徒の特性に鑑み、机間巡視や安全管理を行う観点から、原則として、受信側の教室

等に当該高等学校等の教員を配置するべきであること。特に、特別支援学校の高等部にあっては、

当該生徒の障害の状態等に応じた十分な配慮が求められること」が示されたxvi。

2020（令和2）年4月の学校教育法施行規則改正では、高等学校等における病気療養中等の生徒

に対するメディアを利用して行う授業の単位修得数等の上限の緩和について明記されたxvii。

このように特別支援教育制度が変貌を遂げた理由として、社会的自立を含む教育の推進と共生社

会を目指すことが主眼におかれたと考えられる。
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２－３．特別支援教育の問題

先述の通り、特別支援教育制度は、変貌を遂げたが、特別支援教育には、さまざまな課題もある。

特別支援学校の就労を例に取り考察すると、特別支援学校高等部に在籍する生徒は、なんらかの障

害を有しており、社会的自立して就労することは容易でない。そこで就労するためには、就労支援

が必要となる。

就労支援とは、就労することが難しい生徒について、就労を支援することであり、「キャリア教育・

就労支援等の充実事業」（文部科学省　2014）の取り組みの趣旨として、「障害のある生徒が、生涯

にわたって自立し、社会参加していくためには、企業などへの就労を支援し、職業的な自立を果た

すことが重要である。しかしながら、特別支援学校高等部卒業者のうち就職者の割合は約25％（2012

年）にとどまっている。また、高等学校においては、キャリア教育・職業教育について、とりわけ

発達障害のある生徒一人一人の障害に応じた指導や支援という観点で現状をとらえれば、十分に行

われているとは言い難い現状である。このため、高等学校段階における障害のある生徒へのキャリ

ア教育・職業教育を推進し、労働や福祉等の関係機関と連携しながら就労支援を充実する実践的な

研究を、特別支援学校高等部（専攻科を含む。以下同じ。）及び高等学校（中等教育学校後期課程

を含む。以下同じ。）のモデル校において実施し、その研究成果を全国に発信することにより、障

害のある生徒の自立と社会参加を加速度的に推進する」xviiiとし、障害を有する者の社会的自立と社

会参加の推進を明記した。

2007年の法改正により、特別支援学校へ入学する軽度な障害を有する児童・生徒数が増加した。

そのため、高等部では一般就労を希望する生徒が増加し、就労支援の充実が課題となっている。ま

た、特別支援学校における教育のみでは、児童・生徒と、障害のない者との接点が少なく、特別支

援教育の最終目標である共生社会の実現に向けて、インクルーシブ教育の充実が必要となろう。

３．インクルーシブ教育

３－１．インクルーシブ教育とは

インクルーシブ教育とは、2006年の国連総会で採択された「障害者の権利に関する条約」で示さ

れたもので、障害の有無に関わらず、障害を有する者と障害のない者が共に教育を受けることで、「共

生社会」の実現を目指すものである。そして、インクルーシブ教育システムとは、①人間の多様性

の尊重等を強化すること、②障害者が精神的及び身体的な能力等を可能な最大限度まで発達さるこ

と、③自由な社会に効果的に参加することを可能にすることの3点を目的として障害を有する者と

障害のない者が共に学ぶ仕組みのことである。システムのなかで、障害を有する者が一般的な教育

制度から排除されないこと、自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられること、

個人に必要な「合理的配慮」が提供されること等が必要とされているxix。

基本的な方向性としては、「障害のある子供と障害のない子供が、できるだけ同じ場で共に学ぶ

ことを目指すことが重要である。その場合には、①授業内容が理解できること、②学習活動に参加

している実感・達成感を持てること、③充実した時間を過ごし生きる力を身に付けることの3点の

環境整備が必要」xxである。
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３－２．インクルーシブ教育システムと特別支援教育

共生社会の形成に向けて、インクルーシブ教育システム構築のために、特別支援教育を発展させ

ていくことが必要である。

このことから、以下の5点が重要である。

障害を有する児童・生徒が、①能力、可能性を伸ばし、社会的自立して社会参加できるように、

医療、保健、福祉、労働等との連携を強化すること、②社会全体の様々な機能を活用して、十分な

教育が受けられるよう、教育の充実を図ること、③地域社会のなかで積極的に活動し、その一員と

して豊かに生きることができるように、地域の同世代の子どもや人々の交流等を通して、地域での

生活基盤を形成すること、④可能な限り共に学ぶことができるよう配慮すること、⑤特別支援教育

に関連して、障害者理解を推進することにより、周囲の人々が、障害を有する人や子どもと共に学

び合い、生きるなかで、公平性を確保しつつ社会の構成員としての基礎を作っていくことが重要で

あるxxi。

３－３．合理的配慮と基礎的環境整備

合理的配慮とは、障害を有する児童・生徒が、ほかの子どもと公正かつ平等に教育を受ける権利

を享有することを保障するために、学校の設置者や学校が必要かつ適当な変更・調整を行うことで

ある。障害のある子どもに対して、個々の状況に応じて、学校教育を受ける場合、個別に必要とさ

れるものが合理的配慮である。なお、合理的配慮の実施にあたっては、学校の設置者および学校に

対して、体制面や財政面において、均衡を失するものや過度の負担を課すものではない。

文部科学省 2015中教審初等中等教育分科会報告【3－（1），（2）】によると「基礎的環境整備とは、

合理的配慮の基礎となるものであり、障害のある子どもに対する支援について、法令に基づき又は

財政措置等によって、国、都道府県、市町村は、それぞれ行う教育環境の整備のことである。また、

合理的配慮は、基礎的環境整備を基に個別に決定されるものである。そのため、それぞれの学校に

おける合理的配慮も異なる」xxii とされ、合理的配慮は、障害の程度や環境要因等を包括的に捉え、

状況に即して実施されるものであることが明記されている。

３－４．学びの場

インクルーシブ教育システムにおいては、「多様な学びの場」が必須である。「多様な学びの場」

とは、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった学びの場のことである。

インクルーシブ教育システムにおいては、障害のある者と障害のない者が同じ場で共に学ぶことを

追求するとともに、個別の教育的ニーズのある幼児、児童・生徒に対して、自立と社会参加を見据

えて、その時点において教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる多様で柔軟な仕組みを

整備する必要性がある。先述のとおり、小・中学校における連続性のある「多様な学びの場」が重

要であるxxiii。

３－５．諸外国のインクルーシブ教育

国連で採択された「障害者の権利に関する条約」では、第24条　教育においてインクルーシブ教
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育システムの構築を求めている。この条約は、多くの国々によって批准され、批准国は、自国の実

情に即したシステムの構築を目指しているxxiv。そのため、各国の取り組みは画一的なものではなく、

試行錯誤しながら、システムの構築を進めている。

３－６．インクルーシブ教育における課題

障害の有無に関わらず同じ環境で教育を受けることを目的とするインクルーシブ教育の実現にお

ける課題としては、以下のような点が挙げられる。①教員が、障害がある児童・生徒支援するため

の医学的・療育的な知識や経験が十分でない場合、教員の専門性の向上や教育、校内連携システム

の構築が必要である、②障害の程度には差があるため、合理的配慮の適切な範囲の決定には困難が

生じる、③これまで、障害のある児童・生徒を受け入れていなかった学校は、環境整備のための予

算や工事、また人員配置が必要となる、④障害がある児童・生徒に対して、いじめや差別が発生す

る恐れがある。このような観点から、インクルーシブ教育を実施するためには、教員の教育や配置、

学校の設備の拡充など、ソフト面、ハード面の両面からの環境整備が不可欠である。

４．まとめ

特別支援教育の目的は、障害のある幼児、児童・生徒の自立や社会参加に向けた教育の実現であ

る。特別支援教育は、2007（平成19）年4月の特別支援教育の本格的実施（平成18年3月学校教育

法等改正）を皮切りに、大きく変貌を遂げた。しかしながら、特別支援教育においては、先述のと

おり十分な就労支援ができないなどの課題がある。特別支援教育の充実に向け、インクルーシブ教

育システムの構築が必要である。しかし、２－５．で述べたとおり、インクルーシブ教育における

課題として①教員が、障害がある児童・生徒を支援するための医学的・療育的な知識や経験が十分

でない場合、教員の専門性の向上や教育、校内連携システムの構築が必要であるには、教員の負担

が増える。 、②障害の程度には差がある生じるため、合理的配慮の適切な範囲の決定には困難が

生じる、が決められない。③これまで、障害のある児童・生徒を受け入れていなかった学校は、環

境整備のための予算や工事、また専門の人員配置設置が必要となる、こともある。④障害がある児

童・生徒障害者に対して、いじめや差別が発生する恐れがある。このような観点とから、インクルー

シブ教育を実施するためには、教員の教育や配置、や学校の設備の拡充など、ソフト面、ハード面

の両面からの準備や環境整備が不可欠である。

共生社会の実現は喫緊の課題であり、そのため、これらの課題を一つずつ解消し、障害のある者

と障害のない者とが互いに尊重し合い、共に学ぶ場を構築していくために、特別支援教育からイン

クルーシブ教育への移行は必須である。

おわりに

本稿では、特別支援教育の制度の変遷、インクルーシブ教育制度を概観したうえで特別支援教育

における課題、またインクルーシブ教育における課題について考察した。教育制度の変更等は、児

童・生徒、保護者、学校をはじめ関係機関等にとって、負担が大きいものであると考えられる。

2007年に、従前の特殊教育から特別支援教育に移行し、20年も経たない間に、インクルーシブ教育
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へ移行することは、大きな方向転換である。児童・生徒、保護者の立場に立てば、制度変更への対

応は容易なことではない。しかしながら、時代や社会変革に即して、よりよい教育を追及すること

も、国の果たすべき役割である。少子高齢社会が進行するなか、ウェルビーイングの追求が障害の

有無によって左右されない社会の構築のために、特別支援教育とインクルーシブ教育の果たす役割

は大きい。
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